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青森市中期財政計画

（H25当初予算編成）

平成24年度
青 森市中期財政計画ローリング

平成24年10月 企画財政部財政課
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平成24年度当初予算を踏まえた財政試算（H24.2月試算）
（単位：百万円）

端数処理による積上げのため計
と一致しない

45,21942,81840,22636,95233,45329,803うち臨時財政対策債

166,547170,352171,576168,391171,827174,774市債残高

2,2812,2812,2812,2813,7475,782うち財政調整積立金

5,6345,4607,2129,52411,24611,311基金残高

174△ 1,752△ 2,312△ 1,759△ 1013,717単年度収支①－②＋③＋④

510340170シーリングによる歳出抑制④

800800800800800-収入確保と経費節減額③

116,758121,058127,964116,122120,739119,610歳出合計②

20,06420,82120,81021,07725,08523,158その他

4,0203,9924,1474,5445,3964,398うち準・公営企業

16,90317,24218,58217,85418,36117,028繰出金

11,75014,35420,84610,30710,33414,569普通建設事業費

17,38517,92317,44916,81717,11015,857公債費

38,86337,92637,00236,26035,59734,525扶助費

11,79312,79213,27513,80714,25214,474人件費

68,04168,64167,72666,88466,95964,855義務的経費

歳 出

115,622118,166124,682113,563119,838123,327歳入合計①

7,5807,7518,0257,47210,42711,525その他

10,66013,81217,77510,43311,00812,787市債

29,49128,70731,58628,11330,12230,621国・県支出金

28,67728,67728,67728,67728,23828,837地方交付税

4,8544,5894,3244,5894,6894,939譲与税・交付金

34,36034,63034,29534,27935,35434,618市税

歳 入

平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度平成23年度平成22年度区 分

（参考）
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財政試算(H24.2月試算)に反映されている主な大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等

〇財政試算に反映されている主な事業
※各事業とも、事業費は概算

H25～H271.9 0.7 2.6 医療費助成（現物支給化影響）

H23～H275.9 2.7 8.6 総合交通戦略（フィーダー関連）

H23～H2722.222.2清掃工場解体費（梨の木・三内・駒込）

H23～H2715.4 33.3 22.3 71.0 
小・中学校整備事業
(横内小・金沢小・小柳小・東中・筒井中)

H24～H2927.1 66.9 2.8 96.8庁舎整備事業（パターン④：第1期）

H24～H250.9 3.3 1.4 5.6 母子生活支援施設整備（すみれ寮）

H24～H262.1 4.9 7.0 八甲田丸関連

H230.1 0.9 0.9 1.9 市営住宅耐震補強事業（桜川第一団地）

H23～H270.3 27.3 27.6 55.2 市営住宅整備事業(幸畑第二・小柳第一団地)

H23～H254.1 17.6 3.1 24.8 小学校給食センター整備事業

H23～H2611.7 79.4 40.9 132.0 新ごみ処理施設整備事業

H23～H273.3 54.5 12.8 70.6 合併特例債事業(浪岡地区4事業）

一般財源市債国県他事業費
摘 要事業期間

(財政計画期間内)

（単位：億円）
プロジェクト名

（参考）
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H24.2月試算からの試算条件の変更点（修正点）

H25:横内、Ｈ26以降 年1箇所ずつ整備（浜舘、奥内、原別、後潟：整備順序未定）

※横内支所は横内市民センター内へ移転 23百万円

他支所は、他施設内への移転や合築等も視野に入れ検討することとし、現段階では、現地建

替の事業費（解体、仮庁舎建設等含む）として、1施設当たり30百万円を仮計上

支所再整備計画を反映

（老朽化に伴う再整備）

H27から新システム稼動
H25,26に1,600百万円ずつ仮計上
（全体事業費3,300百万円、うち100百万円はH24に計上済み）

新情報システム開発費仮置き

H25以降 歳入減 事業所税 1,120百万円/年
歳出減 経営安定雇用確保助成 860百万円/年(制度上はH25までのものであるが、財政プラン上

ではH27まで継続前提で計上しているもの)

（影響額 260百万円/年×3年＝780百万円）

事業所税課税要件喪失影響反映

H25～27納入予定額 830百万円
償還予定額 234百万円
（H28償還予定額 189百万円）

談合賠償金（納入・返還）反映

①現在計上額 31,852百万円
②H24本算定額 32,766百万円（H24以降同額計上）
③積雪度の級地変更による影響 630百万円（特別交付税1,700⇒1,070百万円）
差引き影響額（②-①-③） 284百万円/年（H24以降同額計上）

Ｈ24普通交付税本算定額反映

1～6号補正予算の影響を反映Ｈ24補正予算反映

実質収支見込1,765百万円（財調取崩し不要）、
Ｈ24への繰越事業1,711百万円、
H23年度債確定による影響を反映

Ｈ23決算反映

内 容項 目
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9月市議会定例会での議論を踏まえた判断

・医療費助成現物給付に伴うペナルティ分の繰出しを新たに行う（総務省基準外繰出）国保繰出③

・厳しい病院経営を踏まえ、H24水準で繰出を行う（総務省基準内繰出）市民病院繰出金①

・シーリング率緩和のために1年先送り（H25より実施）旧県青年の家取得⑦

・自動販売機の設置に係る競争入札を前倒し実施。（歳入増分 庁舎分37百万円、その他43百万円）
・行財政改革の着実な実施により、財源対策として、行政改革推進債の発行を検討

行財政改革の強化
（前倒し及び追加実施）

⑫

・国や県の動向を見極め市単独では実施しない33人学級の実施⑨

・9月市議会定例会での議論を踏まえて、引き続き協議・検討を要するため現段階で財政計画に反映
させない（事業費未定扱い）

青森駅周辺まちづくり関連事業⑧

⑩

⑪

⑥

⑤

④

②

・H24当初予算編成後の合併特例債発行可能残額は2,213百万円 合併特例債を発行できる期間が
5年間延長を受け、市町村建設計画の変更手続きを行ったうえで、庁舎整備に充当し、政策経費
のﾏｲﾅｽｼｰﾘﾝｸﾞ率を緩和

合併特例債残額の活用

・H27までに三内清掃工場の解体と梨の木清掃工場除染のみ実施し、その他はH28以降に先送り
清掃工場解体時期の検討
（三内・駒込・梨の木）

・財政計画上、50百万円/年として仮計上事業費の精査（復興財源の活用も含む）
（現行 50百万円 ⇒ 6百万円により、政策経費のﾏｲﾅｽｼｰﾘﾝｸﾞ率を緩和）

防災対策費の精査
(防災対策強化推進計画の事業費精査)

・運営交付金の効率化係数の見直し
（現行係数△1％/年 ⇒ △2％(H25のみ)へ引き上げにより、政策経費のﾏｲﾅｽｼｰﾘﾝｸﾞ率を緩和）

公立大学の運営費交付金の
見直し

・可能な限り市民サービスの低下を招かないようにするため、管理費のﾏｲﾅｽｼｰﾘﾝｸﾞ率を引き上げ
（現行 △1％ ⇒ △2％(H25のみ)へ引き上げにより、政策経費のﾏｲﾅｽｼｰﾘﾝｸﾞ率を緩和）

管理費のﾏｲﾅｽｼｰﾘﾝｸﾞ率の
引き上げ

・処分対策強化
・公債費償還方法の変更（定時償還を満期一括償還(次期償還はH28)へ）

石江保留地対策

内 容項 目
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H24.10月試算（P4～5の項目を反映）

（単位：百万円）

端数処理による積上げの

ため計と一致しない

47,06444,40341,28237,47933,45329,803うち臨時財政対策債

166,826170,389173,223169,644170,956174,774市債残高

4,6924,6924,8554,8555,7874,082うち財政調整積立金

6,2614,6927,98612,00112,4719,611基金残高（前年度末残高+Ａ-⑤-⑥+⑦+⑧）

3811基金運用益 ⑧

9001,700前年度決算剰余金の1/2以上 ⑦

233翌年度繰越財源⑥

1,765翌年度繰越金 ⑤

1,569△ 3,394△ 4,015△ 1,4083,1473,717単年度収支 Ａ=①－②＋③＋④

510340170シーリングによる歳出抑制④

800800800800-収入確保と経費節減額③

115,409119,980129,088119,970116,373119,610歳出合計②

19,32521,62721,61622,37223,84223,158その他

4,2304,3714,4804,5674,9984,398うち（準）公営企業

17,24417,75219,03917,92817,75017,028繰出金

10,79712,11120,95212,1007,82814,569普通建設事業費

17,38717,77217,20316,81716,85815,857公債費

38,86337,92637,00236,93736,23934,525扶助費

11,79312,79213,27613,81613,85614,474人件費

68,04368,49067,48167,57066,95364,855義務的経費

歳 出

115,668115,546124,103117,762119,520123,327歳入合計①

8,0677,9928,2078,89310,75811,525その他

11,58612,31818,38111,85510,10012,787市債

29,49128,70731,58629,72328,58730,621国・県支出金

28,43028,43028,43028,43029,62728,837地方交付税

4,8544,5894,3244,5824,7284,939譲与税・交付金

33,24033,51033,17534,27935,72034,618市税

歳 入

平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度平成23年度平成22年度区 分
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H24.2月試算からの変更点（修正点）

Ｈ27基金残高目標額 68億円（67.97億円）⇒67億円（66.78億円）

P5⑪により合併特例債を庁舎整備に充当するとした場合、H28～29の庁舎整備に要する一般財源が
1,678百万円となる
※基金残高目標：3基金残高50億円確保＋H28～29の庁舎整備に要する一般財源＝66.78億円

2,244894784893967011一般財源

2,2135171,696うち特例債

4,9472,6772,270うち通常債

7,1602,6772,7871,696市債

278727236935国・県支出金

9,6823,6433,6431,8214897511事業費

計H29H28H27H26H25H24区 分

（単位：百万円）庁舎整備（合併特例債）②

2,7118948944463967011一般財源

うち特例債

6,6932,6772,6771,339うち通常債

6,6932,6772,6771,339市債

278727236935国・県支出金

9,6823,6433,6431,8214897511事業費

計H29H28H27H26H25H24区 分

（単位：百万円）庁舎整備（通常債） ①
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H24予算編成前段階の財政計画（Ｈ23.10月試算）
（単位：百万円）

端数処理による積上げのため計
と一致しない

45,18942,79440,20636,94233,45229,803うち臨時財政対策債

166,680169,820173,799170,562171,924174,774市債残高

4,5144,5144,5144,5144,5145,782うち財政調整積立金

6,7976,5757,3309,72111,63111,311基金残高

222△ 755△ 2,391△ 1,9103203,717単年度収支①－②＋③+④

680510340170シーリングによる歳出抑制④

800800800800800-収入確保と経費節減額③

119,883119,147129,613120,544118,337119,610歳出合計②

23,59923,61323,60823,40224,73223,158その他

4,0414,0463,9974,0504,0404,398うち準・公営企業

16,63616,88416,99417,12216,93717,028繰出金

11,49410,02021,47013,92810,27214,569普通建設事業費

17,29917,88317,41316,86116,43415,857公債費

39,37038,26837,20736,23935,57534,525扶助費

11,48512,47912,91912,99214,38714,474人件費

68,15368,63067,54066,09266,39664,855義務的経費

歳 出

118,623117,082126,082117,664117,857123,327歳入合計①

7,2167,2307,4737,3199,63611,525その他

11,31111,06417,84012,61910,41212,787市債

32,20530,87033,46030,41529,90830,621国・県支出金

28,19528,19528,19528,19528,24028,837地方交付税

4,9564,6994,4414,6994,7614,939譲与税・交付金

34,74135,02434,67334,41834,90034,618市税

歳 入

平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度平成23年度平成22年度区 分

市債残高は、土地開発公社貸付分（3,767百万円）を含まない。

（参考）
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45,219

166,547

5,634

174

H27

42,81840,22636,95233,45329,803

170,352171,576168,391171,827174,774市 債 残 高

うち臨時財政対策債

5,4607,2129,52411,24611,311３ 基 金 残 高

△ 1,752△ 2,312△ 1,759△ 1013,717単 年 度 収 支

H26H25H24H23H22区 分

45,189

166,680

6,797

222

H27

42,79440,20636,94233,45229,803

169,820173,799170,562171,924174,774市 債 残 高

うち臨時財政対策債

6,5757,3309,72111,63111,311３ 基 金 残 高

△ 755△ 2,391△ 1,9103203,717単 年 度 収 支

H26H25H24H23H22区 分

Ｈ23.10月計画（目標）との比較

（一般会計、単位：百万円）

1,8751,6091,0765371-

146569△576△917△968-市 債 残 高

うち臨時財政対策債

△536

△417
△1,8836562,280840-３ 基 金 残 高

1,347△2,539△1,6245022,827-単 年 度 収 支

H27H26H25H24H23H22区 分

47,064

166,826

6,261

1,527

H27

44,40341,28237,47933,45329,803

170,389173,223169,645170,956174,774市 債 残 高

うち臨時財政対策債

4,6927,98612,00112,4719,611３ 基 金 残 高

△ 3,302△ 4,015△ 1,4083,1473,717単 年 度 収 支

H26H25H24H23H22区 分

① Ｈ23.10月 予算編成前 計画

② Ｈ24.2月 予算編成後 試算

③ Ｈ24.10月 試算（今回）

③－① 比較

３基金残高 目標不達成
（△1,163百万円）

H24.2月試算より
627百万円改善

※変更後の目標6,678百万円
３基金残高 目標不達成
（△417百万円）

形式上、H22の決算剰余金(1,700百万円)をH22
に計上しているもの（本来はH23に計上すべきも
の）
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試算結果を踏まえた対応（予算編成の考え方）

▼ 平成25年度予算編成の考え方（前年度と同様）

●中期財政計画期間中は、「３基金を50億円程度確保する」という目標

を維持し、また、現計画期間終了後も持続可能な財政運営となるよう、

H28～29の庁舎整備に要する一般財源相当分16.8億円についても基金

に確保する。（Ｈ27末の基金残高の目標：66.8億円）

ステップ1 マイナスシーリング（義務的経費を除く）の実施により、

歳出を抑制

ステップ2 施策評価により優先度を決定し、ステップ1の歳出抑制分を

維持しながら、優先度の低い施策の財源の一部を優先度の

高い施策へ配分
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予算編成イメージ

ステップ１ マイナスシーリングで抑制すべき歳出額

毎年1.7億円の歳出抑制では、基金残高目標66.8億円に対
し4.2億円不足。（更なる歳出抑制が必要）

8.08.08.08.08.0
収 入 確 保 と

経費節減額③

1,156.61,155.51,241.01,177.61,195.2歳 入 合 計 ①

1154.11,199.81,290.91,199.71,163.7歳 出 合 計 ②

17.5△31.5△39.2△14.1単 年 度 収 支

マイナスシーリング実施後（Ａ－Ｂ）

△2.1Ｈ 2 7 取組分

Ｂマイナスシーリング（目標達成のために必要な歳出抑制額）

△2.1△2.1Ｈ 2 6 取組分

△2.7△2.7△2.7Ｈ 2 5 取組分

66.849.380.8120.0124.7３ 基 金 残 高

10.6△36.3△41.9△14.1Ａ =① -② +③

H27H26H25H24H23区 分

8.08.08.08.08.0
収 入 確 保 と

経 費 節 減 額 ③

1,156.61,155.51,241.01,177.61,195.2歳 入 合 計 ①

1154.11,199.81,290.91,199.71,163.7歳 出 合 計 ②

15.7△32.9△40.2△14.1単 年 度 収 支

マイナスシーリング実施後（Ａ－Ｂ）

△1.7Ｈ 2 7 取 組 分

Ｂマイナスシーリング（これまで必要とされていた歳出抑制額）

△1.7△1.7Ｈ 2 6 取 組 分

△1.7△1.7△1.7Ｈ 2 5 取 組 分

62.646.979.8120.0124.7３ 基 金 残 高

10.6△36.3△41.9△14.1Ａ =① -② +③

H27H26H25H24H23区 分

試算結果（H24.10月試算 P6参照） （一般会計、単位：億円） （一般会計、単位：億円）

・管理費 △1.1億円(△1%⇒△2%）

・政策経費 △1.6億円

・管理費 △0.5億円(△1%）

・政策経費 △1.6億円

基金残高目標66.8億円を達成。

目標達成のために必要な歳出抑制額

歳出抑制額は1.7億円であるが、
0.5億円を防災対策に留保してい
たので実際は△2.2億円

防災対策6百万円/年を留保す
るため、実際は
H25取組分△2.76億円、
H26･27取組分△2.16億円
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ステップ１ マイナスシーリング対象事業の仕分け

上記に準ずる特別会計・企業会計繰出金、広域事務組合負担金繰出金等

所要額行政改革プラン推進に要する経費行革対応経費

別途指定財政プラン計上（指定する事業）大規模プロジェクト

ｼｰﾘﾝｸﾞ対象普通建設事業、災害復旧事業（大規模プロジェクトを除く）投資的経費

別途指定裁量的事業で年次変動が大きい事業（トリエンナーレ等）裁量的経費Ｃ

ｼｰﾘﾝｸﾞ対象裁量的事業裁量的経費Ｂ

既存分所要額準義務的事業裁量的経費Ａ

裁量的経費

所要額補助金・交付金の返還金国庫返還金

ｼｰﾘﾝｸﾞ対象事務費一般管理費

所要額指定管理者導入施設（指定管理料）施設管理費Ｂ

ｼｰﾘﾝｸﾞ対象施設管理費Ｂ以外（指定管理施設以外）施設管理費Ａ

所要額法律により実施義務がある及び債務負担行為に基づくもの義務的経費

所要額市債償還金公債費

所要額特別職・職員給与費人件費

義務的経費
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276ーー計

3011.5%259
投資的経費
（一般財源）

13611.5%1,187裁量的経費Ｂ

162.0%781一般管理費

942.0%4,701施設管理費Ａ

抑制額抑制率
対象
一般財源

項 目
（繰出金等含む）

ステップ１ シーリング対象事業の抑制率

（単位：百万円）

※特別会計等についても準じた対応とする。

※上記項目の対象一般財源は、H24.8月試算の公表以降、
精査した額。

政策経費のﾏｲﾅｽｼｰﾘﾝｸﾞ率の緩和のため、管理費のﾏｲ
ﾅｽｼｰ ﾘﾝｸﾞ率を引き上げ（△1％⇒△2％）

裁量Ｂ ：Ｈ24 △10％ ⇒ H25 △10.0％
投資的経費：Ｈ24 △10％ ⇒ H25 △11.5％

276ーー計

3011.5%259
投資的経費
（一般財源）

11810.0%1,187裁量的経費Ｂ

182.35%781一般管理費

1102.35%4,701施設管理費Ａ

抑制額抑制率
対象
一般財源

項 目
（繰出金等含む）

裁量的経費Ｂのマイナスシーリング率緩和
のため管理費の更なる削減

（単位：百万円）

防災対策留保分6百万円含む 防災対策留保分6百万円含む
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ステップ２ 施策の方向性を踏まえた予算配分

▼ 例）施策１ 方向性：重点配分 配分率 1.2（対前年度）

8851,000H24一財×0.885投資的経費事 業 ７

10,191 10,000計

2,929.53,000H24一財×0.9765施設管理Ａ事 業 ６

976.51,000H24一財×0.9765一般管理事 業 ５

別途指示する額以内裁量Ｃ事 業 ４

5,4005,000H24一財×0.9× 1.2裁量Ｂ事 業 ３

既存分に限り所要額裁量Ａ事 業 ２

所要額義務事 業 １

H25
一般財源

H24
一般財源

配分積算事 業 区 分

方向性が効果検討の施策

配分率は0.9

H24一財×0.9× 0.9

方向性が重点調整・継続取
組の施策

配分率は1.0

H24一財×0.9× 1.0

マイナスシーリングによる
歳出抑制額(2.7億円)を維持
しながら、施策にメリハリ
を付ける

（単位：千円）

※投資的経費については、市債も対象

優先度評価に基づく予算配分は、裁量Ｂ事業の前年度予算一般財源に着目して行う。
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今後の財政運営について

・財政環境については、刻々と変化していくことから、毎年度、中期財政見通
しを検証し、適宜、修正することとしているため、平成26年度以降の歳出
抑制額については、変更もあり得る。

優先度評価の各方向性の最終配分率について

0.810.9効果検討施策

0.901.0継続取組施策

0.901.0重点調整施策

1.081.2

0.9

（△10％）

重点配分施策

①×②
最終配分率

②配分率
①マイナスシー
リング率

方向性

裁量Ｂ事業対象
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財政計画(H24.10月試算)に反映されている主な大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等

〇財政計画に反映されている主な事業 ※各事業とも、事業費は概算

H24.10月試算へ反映
H25～H27
(H25～H29)

0.4
(0.8)

0.4
(0.6)

0.8
(1.4)

支所再整備事業

H24.10月試算へ反映H25～H271.12.63.7旧県青年の家取得活用事業

H24.10月試算へ反映H24～H2633.0 33.0 情報システム開発費（H27稼動）

H25～H271.9 0.7 2.6 医療費助成（現物支給化影響）

H23～H275.9 2.7 8.6 総合交通戦略（フィーダー関連）

H24.10月試算で変更H23～H278.88.8清掃工場解体費（梨の木・三内・駒込）

H23～H2715.4 33.3 22.3 71.0 
小・中学校整備事業
(横内小・金沢小・小柳小・東中・筒井中)

H24.10月試算で財源
変更（特例債充当）

H24～H2922.471.6 2.8 96.8 庁舎整備事業（パターン④：第1期）

H24～H250.9 3.3 1.4 5.6 母子生活支援施設整備（すみれ寮）

H24～H262.1 4.9 7.0 八甲田丸関連

H230.1 0.9 0.9 1.9 市営住宅耐震補強事業（桜川第一団地）

H23～H270.3 27.3 27.6 55.2 市営住宅整備事業(幸畑第二・小柳第一団地)

H23～H254.1 17.6 3.1 24.8 小学校給食センター整備事業

H23～H2611.7 79.4 40.9 132.0 新ごみ処理施設整備事業

H23～H273.3 54.5 12.8 70.6 合併特例債事業(浪岡地区4事業）

一般財源市債国県他事業費
摘 要事業期間

(財政計画期間内)

（単位：億円）
プロジェクト名

〇財政計画に含まれていない主な事業
・操車場跡地利用促進事業 【青森操車場跡地利用計画審議会等で検討中】
・青森駅周辺まちづくり関連事業 【 ９月市議会定例会での議論を踏まえて、引き続き協議・検討を要するため】
・浪岡最終処分場適正廃止対策費 【今後、必要な調査を行い工法等について検討予定】

（参考）


